
１１１１　　　　総括総括総括総括

 ((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

 ( ( ( (2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、２０年４月１日現在の人数です。
      ３　一般市類型Ⅱ-3とは、一般市で人口50,000人～100,000人、産業構造が第2次産業、第3次産業の割合が95％

  以上、かつ、第3次産業の割合が65％以上の市のことです。

 ( ( ( (3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項 平成18年7月から年功的な給与上昇の抑制と職務・職責に応じた給与構造への
転換を図る「給与構造改革」を実施しています。

 ( ( ( (4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

【【【【参考参考参考参考】】】】地域手当補正後地域手当補正後地域手当補正後地域手当補正後ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数

　　　　　　　（　　　　　　　（　　　　　　　（　　　　　　　（平成平成平成平成２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）H21.4.1現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したものです。

　※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を
　　比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。
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２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況
 ((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 － － －

歳 人 歳

歳 人 － － －

歳 人 － － －

歳 人 － － －

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを

　使用しています。（平成18～２０年の３ヵ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用

　形態等の点において完全に一致しているものではありません。

－ ※年収ベースの「公務員（C)]及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与

円 円 　月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉

　手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

（注）１　「平均給料月額」とは、２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の
　　　　額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　　　　　　 

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれて

　　　　いないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。　　

（（（（2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

（（（（3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））
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３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

（（（（1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　蓮田市職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（（（（2222) ) ) ) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況
　 １．勤務成績の評定の実施状況

　地方公務員法第４０条に基づき、全職員に対して勤務成績の評定を実施しています。

２．昇給への勤務成績の反映状況

　能力・業績に基づく新たな人事評価制度の導入と併せて検討していく予定です。
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４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

（（（（1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円 千円

（20年度支給割合） （20年度支給割合） （20年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算  ５％～２０％ 役職加算  　　５％～２０％ 役職加算  　　５％～２０％

管理職加算 ２０％～２５％ 管理職加算 １０％～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【【【【参考参考参考参考】】】】勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当へのへのへのへの勤務実績勤務実績勤務実績勤務実績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況（（（（一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職））））

　 １．勤務成績の評定の実施状況

　地方公務員法第４０条に基づき、全職員に対して勤務成績の評定を実施しています。

２．勤勉手当への勤務成績の反映状況

　能力・業績に基づく新たな人事評価制度の導入と併せて検討していく予定です。

（（（（2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（２２２２1111年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額です。

 ((((3333) ) ) ) 地域手当地域手当地域手当地域手当

（（（（２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

千円

％ 人 ％

((((２２２２２２２２年度年度年度年度のののの制度完成時制度完成時制度完成時制度完成時））））

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。                                                                               
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0.75 0.75

3.003.00 1.5

33.50

1.60

41.34

59.28

59.28

国

―

4



 ((((4444) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

　円

　％

 ((((5555) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ）

80,258

日額300円
（夜間にわたった場合450円）

主な支給対象業務

日額 1,000円
（日没以後にわたった場合
1,400円）

火災出動 1回500円
救急、救助 1回300円
救急救命処置 1回500円
支援出動 1回200円

保育業務

386

90,688

消防、救急及び救助業務

左記職員に対する支給単価

11

月額2,000円

375職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ）

福祉事務所現業手当

消防職員
消防、救急及び救助業務
手当

市税、農業集落排水事業
及び下水道事業に係る収
入金の現地差押及び公
売処分業務

保健指導業務

一般職員（ケースワーカー）

一般職員
現地での災害防止、復旧
及び監視業務

防疫作業従事手当 一般職員

一般職員

支給実績（20年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

手当の種類（手当数）

感染症等に対する防疫作
業

死亡人等の処置業務

29,864

28.0

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

一般職員、税務職員
市税等現地差押及び公売
処分手当

手当の名称 主な支給対象職員

保健指導等手当 保健師、看護師

死亡人等処置手当

①１頭 300円
②、③日額 300円

園長、副園長  月額 2,000円
保育士           月額 1,500円

保育業務手当（児童の健全育

成）

福祉事務所で行う法定救
護事務の指導調査等業
務

月額3,000円

保育業務

保育業務手当（心身障害児童

の福祉増進）
保育士

園   長  月額 2,000円
保育士  月額 1,500円

日額 300円災害業務手当

3,524

1件500円

事務長  月額 2,000円
保育士  月額 1,500円

保育士

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ）

保育業務

不快業務手当

保育業務手当 保育士

一般職員

①動物の死体処理
②管渠、水路等排水施設
清掃業務
③し尿及び生活雑排水が
流入している排水設備、
本管、マンホール及び中
継ポンプの検査業務

5



（（（（6666) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円

円

円

円

円

円

５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

845,000×在職月数×35/100×115/100 円 任期毎

712,000×在職月数×21/100×115/100 円 任期毎

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）
           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

通勤手当

＜自宅の場合＞ 3,000円

＜借家の場合＞

①家賃が23,000円以下

 家賃ー12,000円

②家賃が23，00円を超える

 （家賃ー23,000円）×1/2＋11,000円

  　　　　　　　（最高限度額 30,000円）

支給職員１人当たり

27,608

との異同

管理職手当

手　当　名

扶養手当

住居手当

休日勤務手当

420,000

365,000

345,000

千円

千円

320,000

400,000

350,000

5,411 96,625

支給率
の相違

（20年度決算）

千円

千円

712,000

平均支給年額
国の制度と

（20年度決算）

千円

251,081同じ

報

酬
副 議 長

570,000

698,000

議 員

618,000

20,965

（給料月額＋給料月額に対する地域手当

の月額）×12

    １週間当たりの勤務時間×５２

×2５/100

副 市 町 村 長

夜間勤務手当

異なる

＜交通機関等利用者＞

55,000円以下については、運賃等相当

額

＜自動車等使用者＞

5ｋｍ未満        2,000円

5km～10km     4,100円

10km～15km   6,500円

15km～20km   8,900円

20km～25km  11,300円

25km～30km  13,700円

30km～35km  16,100円

35km～40km  18,500円

40km～45km  20,900円

45km～50km  21,800円

50km～55km  22,700円

55km～60km  23,600円

60km以上　　　24,500円

配偶者13,000円

2人まで（配偶者扶養）6,000円

1人（配偶者非扶養）6,500円

1人（配偶者なし）11,000円

その他5,000円

特定期間の加算5,000円

部長級　　　　 　　　　70,000円

次長級  　　　 　　　　55,000円

課長級  　　　 　　　　50,000円

課長級（主幹）  　　　45,000円

課長補佐級  　　　　 40,000円

千円

815,000 579,600

956,000

＜持家＞

世帯主に一律

3,000円
異なる

国の制度
異なる内容内容及び支給単価

55,991

19,515

64,079

同じ

同じ

（給料月額＋給料月額に対する地域手当

の月額）×12

    １週間当たりの勤務時間×５２

×１３５/100

議 長

備　　　　考

期
末
手
当

議 長

副 市 町 村 長

副 議 長

議 員

市 区 町 村 長

副 市 町 村 長

16,325,400市 区 町 村 長

　　（20年度支給割合）

8,253,504

4.4

4.4

退
職
手
当

　　（20年度支給割合）

支給実績

給

料

845,000市 区 町 村 長

区 分 給 料 月 額 等

（参考）類似団体（Ⅱ-３）における最高／最低額

582,400

65,890

55,127

562,096

427,857

6



６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

（（（（1111))))部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由
（各年４月１日現在）

秘書課長欠員補充

欠員不補充

欠員不補充

欠員不補充

欠員不補充

欠員不補充

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。ただし、教育長を含みます。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（（（（2222))))年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

（注）  60歳以上は、教育長です。

41

44歳

～

55

～

[   0   ］ 74.24

欠員不補充

013

職員数
人 人

14 190

学校給食調理等の民間委託

△ 16

64.20

61.65

＜参考＞

1

473

46

＜参考＞

59歳

48歳

59

43歳 47歳 51歳

人 人

△ 3

下水道

その他

64

489合　　計

小　計

11

40

[  577  ］[  577  ］

～

28歳

31歳

13

4536

人

24歳

27歳

～

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

水道

81

6 6

19

4

57

96 97 1

01

4 0

62

425

282

欠員不補充

409

43.01

46.18

78

△ 16

△ 5

人

35歳 以上

人 人 人 人

39歳

人

55歳

～ ～ ～

56歳 60歳52歳

計

32歳 36歳

～ ～

40歳

普
通
会
計
部
門

計

区　分

未満

～

20歳 20歳

23歳

小　計

職　　員　　数

平成21年

274

38 36

17

9 10

1
一
般
行
政
部
門

消防部門

商工

農林水産

土木

衛生

議会

総務

教育部門

労働

人

47381 76 1

人

平成20年

対前年
増減数

主　な　増　減　理　由
　　　　　　　　区　　分

　部　　門

＜参考＞

△ 2

△ 2

△ 8

10 △ 1

64

41

0

再開発スタッフの充実

0

税務 27 24

1

△ 3

民生 82 79 △ 3

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0 1

4

1

9

3

6

4

5

5

5

4

6

4

1

5

9

8

1

7

6

1

構成比

５年前の構成比

%

7



((((3333))))定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

①①①①平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標

人 人 人 ％

70

（注）１  平成２０年１月に蓮田市定員適正化計画を見直し、数値目標が変更となりました。
　　　２　教育長は含みません。

（（（（参考参考参考参考））））第第第第４４４４次行政改革大綱次行政改革大綱次行政改革大綱次行政改革大綱におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標（（（（数数数数・・・・率率率率））））

（注）１  平成２０年１月に蓮田市定員適正化計画を見直し、数値目標が変更となりました。
　　　２　教育長は含みません。

②②②②定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標のののの年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況（（（（実績実績実績実績））））のののの概要概要概要概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１８年度～２２年度の５年間です。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。
      ３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの職員増減数の累計を
　　　　　示します。
　　　４　平成２０年１月に蓮田市定員適正化計画を見直し、数値目標が変更となりました。
　　　５　職種別に数値目標を定めています。
　　　６　平成１８年度から平成２２年度は、実績の人数です。
　　　７　教育長を含みます（数値目標は、教育長を含みません。）。

82

0

△ 11

4 4

252-

△ 47

4

2年⋡

286

数値⋡標

273

18年～22年

計

平 成 17 年 4 月 1 日

⚐減率

462

22年

5年⋡

平成22年4月1日 ⚐減数

38

△ 2

19

7

82

△ 3

1　（100.0％）

-

12　（300.0％）

△ 23

14

1

53

4

82-

-

保育士

消　防

49

増減

職員数

0

14

0

栄養士

土木・
　建築

保健師・
　看護師

職員数

職員数

増減

職員数

増減

職員数

増減

技能労務

計
増減

ᆎ　期

-

38

△ 1

△47　（100.0％）

-

0　（100.0％）

-

0 △ 1

40

80

0

61

4

0 0 0

4 4

0

職員数

84

42

増減

533

増減

一般事務
297

　　　　　　　　　区　　分

職　　種

職員数

増減

計↹前年 １年⋡

300

１䋷年

計↹期間

職員数 職員数

平成17年4月1日

532

51

473

1

△ 4

職員数

１䋸年

△ 3

4

41

13

3

51

00

39

△ 1

△ 3

35

△ 2

13

△ 1

52

84

38

0

13

23

△ 2

△ 7

△ 2

28

489

△ 16 △ 2△ 5 △ 18 △ 21

471528 510

△ 5

253

△70人

13.2

⚳　期

平 成 22 年 4 月 1 日

21年

4年⋡

262

20年19年

13 14

△ 9△ 11

数値⋡標

（参考）

△3　（100.0％）

△62　（88.6％）

- 462

△ 70

△23　（100.0％）

△2　（100.0％）

78

△ 1

3

54

4

19

△ 4

1

△ 13

3年⋡

39 39

8



７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況
　((((1111))))　　　　水道事業水道事業水道事業水道事業
  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、２１年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項 平成18年7月から年功的な給与上昇の抑制と職務・職責に応じた給与構造への

転換を図る「給与構造改革」を実施しています。

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（20年度） １人当たり平均支給額（20年度）

千円　

（20年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算  ５％～２０％

（泃）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） １人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額です。

6,78126,252 100,569 7,736

　　　　　千円 千円 千円 千円

（参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

総費用 ⚐៊⋉෶は実

　質収支

総費用に占める

千円

19年度の総費用に占職員給与費比率

める職員給与費比率Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

％

10.3㩼 9.7

職員数

　　　　千円

Ａ  

千円

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

91,116 113,109

千円　 ％

　　　　　　区　　分

1,093,083

20年度

区　　分

区　　分

１人当たり平均支給額（20年度）

蓮田市（水道事業）

59.28 59.28

3.00

1.60 0.75

622,912

564,094370,362

435,311

平均月収額基本給

16,316

千円　

13 58,001

20年度 人

平　均　年　齢

41.34

47.50 59.28

23.50 30.55

33.50

2,019

蓮田市 52.7

1.5

45.6団体平均

蓮田市（水道事業）

－－ 6,721 千円

同左 －

千円22,175 千円15,530

千円 千円1,768

－

－

蓮田市（一般行政職）

団体平均

団体平均

蓮田市（一般行政職）

同左

同左

1,658
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ウ　地域手当

（２１年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

（泃）国の制度では、平成22年度での完成を⋡指して、平成18年度䈎䉌支給率を段階的にᒁき上䈕ることとしています。                                                                                           

エ　特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（２１年４月１日現在）

円

円

円

6市内全域

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

37,500

3,409 千円扶養手当

一般行政
職の制度と

の異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （20年度決算）

支給実績

料金等の現地差押及び公売処分
に従事した職員

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ） 3,118

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ） 346

料金等の現地差押及び
公売処分業務

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ）

5,189

649

手当の種類（手当数）

1件につき 500円

日額300円（4時間未満は1/2)

災害手当
現地で災害防止、復旧及び監視
業務に従事した職員

現地での災害防止、復旧
及び監視業務

日額300円（4時間未満は1/2)

管渠、配水ᳰ等水道施設の✕急
清掃業務等に従事した職員

管渠、配水ᳰ等水道施設
の✕急清掃業務

ṛ⚊ᢛ理手当

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

支給実績（20年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

支給実績（20年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

不快業務手当

3

一般行政職の制度（支給率）

3,861

296,997

－

市内全域 6.0 13

支給対象地域

6

支給率 一般行政職の制度（支給率）

左記職員に対する支給単価

－

6.0

－

36,000

平均支給年額

千円

（20年度決算）

309,864

住居手当 468 千円

通勤手当 同じ 450

＜交通機関等利用者＞

55,000円以下については、運賃等相当

額

＜自動車等使用者＞

5ｋｍ未満        2,000円

5km～10km     4,100円

10km～15km   6,500円

15km～20km   8,900円

20km～25km  11,300円

25km～30km  13,700円

30km～35km  16,100円

35km～40km  18,500円

40km～45km  20,900円

45km～50km  21,800円

50km～55km  22,700円

55km～60km  23,600円

60km以上　　　24,500円

同じ

配偶者13,000円

2人まで（配偶者扶養）6,000円

1人（配偶者非扶養）6,500円

1人（配偶者なし）11,000円

その他5,000円

特定期間の加算5,000円

同じ

＜自宅の場合＞ 3,000円

＜借家の場合＞

①家賃が23,000円以下

 家賃ー12,000円

②家賃が23，00円を超える

 （家賃ー23,000円）×1/2＋11,000円

 （最高限度額 30,000円）
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円

円

④④④④定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）第４次行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）

（泃）水道事業については、一般行政部門䉇特೎行政部門等と併せた市職員全体としての定員管理計↹を╷定しているため、
⁛自での数値⋡標は設定しておりません。

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)②を参照

休日勤務手当

（給料月額＋給料月額に対する地域手当

の月額）×12

    １週間当たりの勤務時間×５２

×１３５/100

同じ

2,940 千円 588,000

千円 －

管理職手当

部長級　　　　 　　　　60,000円

次長級  　　　 　　　　47,000円

課長級  　　　 　　　　43,000円

課長級（主幹）  　　　38,000円

課長補佐級  　　　　 34,000円

同じ

職員数 職員数

－－－－ － － －

純減率

－

計↹期間

数　値　⋡　標
ᆎ　期 ⚳　期

平成17年4月1日 平成22年4月1日 純減数

－ － －
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